
IT（Information Technology）を
活用した

経営モデル革新
トータルソリューション

将来の経営基盤となる業務・システムに関して
基本構想策定から設計

業務改革実施／システム構築まで
トータルにコーディネートする

サポートサービスをご提供致します



日本的経営に求められる革命的な出直し

なぜ今、経営モデル革新が必要なのか

・コーポレートガバナンスによるマネジメントの信頼性を担保
・モニタリング手法としての内部牽制、内部監査制度の構築

・国際会計基準の適用
・客観的な評価指標としての望ましい経営管理指標の選択
・先行指標、複合指標としてのバランスドスコアカード経営（BSC経営）
・間接業務改革のためのアクティビティベースドマネジメント（ABC／ABM）

・ビジネスプロセスリエンジニアリング（BPR）による効率経営の追求
・リアルタイム経営、決算早期化によるスピード経営
・シェアードサービスによる間接部門の効率化とコアビジネスへの集中

信頼性のある経営モデルの確立

客観的な経営モデルの確立

効率的な経営モデルの確立

デフレ経済下の厳しい経済環境の中で、日本的経営すなわち日本企業が抱える曖昧、かつスピード感の
欠如した経営に対し、革命的な出直しが求められています。

経営モデル革新－普遍的に有効な経営モデルの追求

企業はPLAN（計画）－DO（実行）－SEE（評価）というマネジメントサイクルを如何に迅速かつ効果的にまわ
していくかが重要ですが、その前提として、マネジメント自体の信頼性を担保するコーポレートガバナンス及
び各組織、業務をいかに牽制し、モニタリングしていくかという内部監査の仕組みの構築が重要となります。
さらに、曖昧な経営を脱却し、より客観的に説明可能な経営を行っていくために、各種管理会計の仕組み

を導入することも喫緊の課題であるといえるでしょう。企業戦略は業種や個々の企業によって、またその時
代云々で異なることは当然であるとしても、普遍的に有効な経営モデルー信頼性、客観性、効率性を備えた
マネジメントサイクルを実現する経営の仕組みは存在するのです。

ＩＴの有効活用－経営モデルを支えるプラットフォームとしてのＥＲＰの活用

経営を支えるITの重要性は徐々に認識されており、我が国でもERPの導入が盛んに行われています。今
や経営モデルを支えるプラットフォームとしてのERPパッケージの利用は一般的といえるでしょう。しかしなが
ら、ERPパッケージの導入自体が目的化しており、ERPのもつ本来の思想、すなわちマネジメントサイクルを
有効に機能させるという観点から見たとき、未だ十分に活用されていない実状があります。

経営モデル革新のフレームワーク

PLAN
（計画）

DO
（実行）

CHECK
（実績）

ACTION
（対策）

企業
マネジメントサイクル

信頼性

客観性
効率性

コーポレート
ガバナンス

内部牽制制度

国際会計基準

経営管理指標

ＢＳＣ経営

ＡＢＣ／ＡＢＭ

ＢＰＲ

リアルタイム経営

決算早期化

シェアードサービス

内部監査制度



財務会計 連結会計

購買 生産 販売

物流／在庫管理

計画管理
（ＰＬＡＮ）

実行
（ＤＯ）

実績管理
（ＣＨＥＣＫ）

対策
（ＡＣＴＩＯＮ）

実質利回り（ROA)

実
質
資
産
成
長
率

企業価値向上

ー成長

＋成長

低い 高い

事業Ａ

事業Ｂ

事業Ｃ

事業Ｄ

事業Ｅ

ストラテジーレベル

マネジメントレベル

オペレーションレベル

差別化による優位性を指向
する領域

・意思決定支援情報提供

システムの有効活用によ
り差別化が可能な領域

・情報の一元管理
・多次元分析

情報プラットフォームとして
ＥＲＰによる全体最適化を指
向する領域

・統合性／リアルタイム性
・標準化／効率化
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経営モデルのプラットフォームとしてのＩＴ有効活用

基本構想策定

■業務改革構想
・事業構造の把握
・経営環境動向の把握
・業務プロセスの把握
・社内事象の把握
・経営課題の明確化
・業務課題の明確化
・課題解決の方針設定

■次期システム構想
・現状システム分析
・システム課題の明確化
・情報システムの基本構想

■効果/計画 策定
・期待効果の設定
・実行計画の策定
・推進体制計画の策定
・投資計画の策定

情報システム設計

・システム化要件定義
全体システム検討
モデルシステム検討

・設計まとめ
プロトタイプシステム作成
費用計画見直し
開発スケジュール見直し

業務改革基本設計

・業務改革要件分析
制約条件分析
課題解決案の詳細化

・新業務設計まとめ
新業務仕様の設計
業務改革実行計画の策定

業務改革の先行実施

業務改革実行

・新業務プロセス導入
・新業務体制導入
・実施管理
・定着化

情報システム構築

・プロトタイプ1作成
・プロトタイプ２作成
・基盤整備
・本番移行準備

ユーザー教育
運用準備

・移行

フェーズ１
基本構想策定

フェーズ３
業務改革実施/ｼｽﾃﾑ構築

業務改革チーム システム開発チーム

フェーズ２
設計

４～６ヶ月 １２～１８ヶ月４～６ヶ月

標準的なプロジェクトスケジュール概要



お問合せは

株式会社 日本総合研究所 総合研究部門
経営コンサルティング部（東京）

rcdweb@ml.jri.co.jp

お問合せ
ご相談

お打合せ

コンサルティング
企画書提出

ご契約

コンサルティング
スタート

コンサルティング開始までの手順概略

・会社概要把握
・トップ,スタッフの環境認識確認
・問題点とニーズ、対象範囲の確認
・アプローチ方法の検討、アドバイス
・概略スケジュール、コンサルティング料の検討

・コンサルティングニーズ
・推進方法と内容
・推進スケジュール
・担当コンサルタント
・コンサルティング料 などの提案

以降有料


